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東日本大震災による被災事業者等の 
復興支援に関する要望事項 

 

【融資対策】 
 
１ 被災地の生衛業者の早期復興を支援するため、日本政策金融公庫

融資について、以下の特別措置等を講じてください。 
 

(１)既往貸付については、営業者からの申し出によることなく、震災発生時点

に遡って、その返済を猶予するとともに金利を免除する措置 

(２)未曾有の災害であることに鑑みて、現行の災害貸付等の貸付条件を大幅に

改善した復興支援緊急融資制度（運転・設備資金、無担保・無保証人・無

利子、貸付限度額６千万円程度、返済猶予期間５年程度、貸付期間２０年

程度）の創設 

(３)セーフティネット貸付の平成２４年度末までの延長及び貸付限度額の拡

大、並びに信用保証協会による保証の利用限度額の倍増（現行２億８千万

円→５億６千万円） 
 

２ 福島原発事故による風評被害、計画停電、イベント・旅行等の自

粛により売上が激減している生衛業者に対して、以下の特別措置等

を講じてください。 
 

(１) 既往貸付についての金利免除及び一定期間の返済猶予と貸付期間の延長 

(２) 無担保・無保証人で、一定期間は無利子とする設備資金・運転資金貸付

の創設 
 

３ 日本政策金融公庫が平成２３年度中に導入を予定している保全別

金利については、業界に慎重論が多いこと、また当面、震災への対

応が急がれることなどから、その導入を見送ってください。 

 

【業務用燃料の確保】 
 
４ 病院寝具等のクリーニングを行っているクリーニング施設に対

しては、業務用の燃料（重油、ガソリン等）を優先的に供給してく

ださい。 



５ 被災地域の住民の公衆衛生を確保するため、公衆浴場に対しては、

業務用の燃料を優先的に供給してください。 

 

【税制・雇用・休業補償】 
 
６ 被災営業者については、税制上の優遇措置を講じてください。 
 

７ 隣県の旅館・ホテルへの被災者の受入れについては、国で支援措

置を講じてください。 
 

８ 被災旅館・ホテルの従業員を他地区で緊急雇用する場合には、国

として支援措置を講じてください。 
 

９ 宿泊客が激減している旅館・ホテルの従業員の雇用確保を迅速に

行うため、煩雑な雇用調整助成金の申請書類を簡素化してください。 
 

１０ 原発事故による避難営業者に対しては、国による休業補償を実

施してください。 

 

【電力対策】 
 
11 計画停電の実施方法等を早期に改善してください。 

パート労働者の比率が高いクリーニング業界や、鮮魚、肉、野菜な

ど生の食材の衛生管理が必要な飲食店等の業界にとって、営業時間の

制限は事業継続の可否に関わるものである。 
 

12 今夏の電力対策については、計画停電ではなく、他の方法を検討

してください。 

 

【原発による風評被害等対策】 
 
13 原発周辺地域における衣類のクリーニングの取扱いについて、国

は明確な基準を示してください。 
 

14 原発問題は、農水産物を扱う飲食店等の業界には事業継続の可否

にも関わるものであるので、早期収束を図ってください。 
 



15 放射能汚染により出荷制限が行われている農作物（ほうれんそう

等）の市場における安定供給と価格の抑制を図ってください。 
 

16 原発事故の関係では、楽観的な表現でなく可能性を列挙し、風評

被害が起きないような明確な指示と情報を発信してください。 

 

【その他】 
 
17 自粛ムードによる宴会・宿泊等のキャンセルで、飲食店、旅館等

の売上は全国的に激減しており、今後の被災地の復興支援活動にも

影響することから国として国民に対する自粛軽減の広報措置等、自

粛ムードを一掃する対策を講じてください。 
 

18 通常の火災保険では地震による火災が担保されないので、大震災

による火災については国として対応してくだい。 
 

19 損壊家財整理のための被災地、原発避難地域への被災者の早期の

帰宅と事業再開計画を策定してください。 
  

20 被災地の公衆衛生の確保と営業再開のため、ライフラインの早急

な復旧を図ってください。 
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